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事務事業評価表（実施計画及び主要事業）

　事務事業評価表とは

※　実施計画とは

　「事務事業評価」と評価表の見方

　事務事業評価表は、基本事業を実現するための具体的な手段である「事務事業」について、上位施
策の成果向上や目標達成に貢献しているか、より効果的な手法はないか、コストの妥当性や効率性は
どうかといった項目について、年度ごとの予算・決算の状況を反映し、市が評価し、作成したものです。
　年度ごとに評価を行うことで、事業進捗状況を確認するとともに、事業における手段の改革、改善を
検討することに繋がっています。

「実施計画」は、総合計画を具体的に推進していくために毎年度策定する事業計画で、当該年度の

行財政経営資源(財源、人員等)を重点的に配分し取り組む主要な事業を選定し、とりまとめたもので

す。当初、３年間の事業計画とする予定でしたが、東日本大震災後の状況変化が著しいことから、毎

年度見直しを行っています。

　また、当初予算策定時だけでなく、補正予算の都度、追加及び見直しを行っています。

実施計画事業（※）及び主要事業（総合計画に定める「基本事業」に大きく貢献する事業）を掲載

しています。

これは、事務事業の目的達成がまちづくりに貢献するかどうかを総合計画の政策体系の中で検証し
ていく仕組みであり、総合計画の政策や施策、そして事務事業がどのような状態を目指しているのかを
わかりやすく簡潔に表すための仕組みでもあります。

Ⅴ

１

２

事務事業をより効果的、効率的に実施するためには、意図（事業実施により、対象をどのような状態
にしたいのか）と対象（誰に対して事業を行うのか）を明確にすることが重要となります。
この報告書では、「事務事業評価」として、総合計画に位置付けている主要な事業について、事業の
経過、当該年度の取組み内容や対象指標、活動指標、成果指標及び事業費の推移、また、それを踏
まえた評価結果を示しています。

○掲載事業

事務事業の目的と手段

誰・何が変わることを目指しているのか？対象

意図

手段

対象がどのような状態になることを目指しているのか？

対象が意図の状態になるために何をするのか？

目
的

政策

（７）

基本事業
（１１２）

事務事業
（約８００）

施策
（３２）

多賀城市総合計画

施策・基本事業評価
・進捗度評価の視点
・優先度評価の視点

事務事業評価
・成果状況 ・成果向上余地
・効率性 ・改革、改善

まちづくり報告書
（総合計画
進捗状況報告）

事務事業評価表

施策別
評価

主要な施策の成果に
関する報告書

主要な施策の成果に関する報告書
９＜その３＞
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政策 １　 安全で快適に暮らせるまち ＜安全・快適分野＞

▽ 政策を実現する手段 8 施策

□施策 災害対策の推進

防災への取組によって、市民が安心して生活できます。

▼ 施策を実現する手段 6 基本事業

防災意識の向上

地域防災力の向上

建物の耐震化の推進

浸水対策の推進

災害支援体制の推進

津波対策の推進

100%

100%
100%

避難道路の整備割合

より実践的な防災の取組を実施している
地域割合

↑

市有建築物の耐震化率 100%

耐震化を実施した世帯（累計）
5年間で
120世帯

1-1

■施策の目指す姿

■施策の成果指標 H26現状値 H32目標値 指標の説明

基本事業 1-1-1

まち（市民、地域、行政）の防災に対
する備えが整っていると思う市民割
合（成果）

59.1% ↑

まちづくりアンケートで、「行政の防災に対す
る備え」「災害から自らの身を守るための準
備」「災害時に地域で助け合いができる環境」
の３つの設問について回答した市民の平均値

指標名 H32目標値

基本事業 1-1-2

基本事業 1-1-3

基本事業 1-1-4

基本事業 1-1-5

基本事業 1-1-6

▼基本事業　 目指す姿

1-1-1 防災意識の向上
一人ひとりが災害への備えをし
ています。

災害への備えをしている世帯割合 →

地域防災力の向上
地域の防災力が向上し、助けあ
えます。

災害時に地域で助けあいができると思う
市民割合

95.0%

1-1-3
建物の耐震化の推
進

耐震化により市有建築物等の安
全が確保されています。

1-1-2

→

自主防災組織率 100%

消防団充足率

浸水対策の推進 浸水被害が軽減されています。 下水道雨水面的整備率 54.0%
防災情報送受信システムの不具合件数 0件/年

災害支援体制の推進
災害発生時の適切な情報伝達、
支援体制が確立されています。 災害用備蓄品の備蓄率 100%

＜施策別計画の見方＞

　総合計画では、７つの政策の実現に向けた「政策－施策－基本事業－事務事業」という階層
的な体系とし、それぞれに目指す姿（実現したい状態）及び成果指標（実現具合を測るものさし）
を設定しています。
　事務事業は基本事業を実現するための具体的な手段であり、基本事業は施策を実現するた
めの具体的手段であることから、施策と基本事業の目指す姿や成果指標についても示していま
す。

1-1-6 津波対策の推進 津波対策が進んでいます。
津波防御施設の整備割合

避難可能区域の割合

1-1-5

1-1-4

●Ｈ２６現状値 ・・・平成２７年２月に実施し
たまちづくりアンケートや業務データから取得

しています。

●Ｈ３２目標値・・・後期計画（平成３２年
度）の目標値です。Ｈ２６現状値を基準として

設定しました。

●政策・・・将来都市像を実現するための７つの柱です。

●目標値・・・目標値は、次の３つのパターンで表しています。

①「数値」 業務データから現状値を把握するもの

②「矢印」 アンケートで現状値を把握するものは、統計的誤差の関係から、矢印で方
向性を表します（括弧書きの数値は目安です）。

③「－」 社会・経済情勢等の影響が大きいものや目標設定がなじまない代替指標に
ついては、目標値を記載していません。

●成果指標・・・施策や基本事業の目指す姿の実現具合を測る
ものさしとして設定している成果指標は、その特性により次の３つ

に区分しています。

①成果・・・目指す姿の実現具合を示すものです。

②社会・・・状況を示すものですが、行政の関与よりも社会・経
済情勢等の影響が大きいものです。

③代替・・・成果の指標化が難しい場合に、代替指標として行政
の活動量等を設定したものです。

●基本事業・・・「施策の目指す姿」を実現
するための手段です。これらを実現するため

に、右頁のような「事務事業」を行っています。

●施策・・・政策を実現するための手段です。

●施策の目指す姿・・・この施策によって実
現したい状態を表しています。
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主要 ［999］ （事項別明細書　　ページ）

○ ○

事務事業の改善改革経過、全体計画

手段（29年度の取り組み）

○活動指標、成果指標、事業費の推移

○これまでの取り組みの評価
□ 順調である

□ 概ね順調である

□ 順調ではない

□

□

□

付記事項

　基本事業を実現する手段である事務事業のうち、主要な事業について、事務事業評価により事業
の全容を行政評価の視点で記載しています。「目的はまちづくりにつながっているか」「目的はどの程
度達成されたのか」「手段は目的達成のために適切か」「コストは適切か」といった視点で評価・検討
を行い、業務改善へとつなげるものです。

＜事務事業評価表の見方＞

事務事業名称

指標名

総合戦略 担当係

担当部

担当課

会計

開始年度 終了年度 実施計画 復興計画

款 政　策
項 施　策
目 基本事業

事務事業の開始背景、根拠

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

意図（事業実施により対象をどのような状態にしたいのか）

区分 単位
27年度 28年度 29年度

実績 実績 実績

対象指標
Ａ

Ｂ

活動指標

Ｃ

Ｅ

Ｄ

成果指標
Ｆ

Ｇ

事
業
費

合計 千円

国支出金 千円
県支出金 千円
地 方 債 千円
そ の 他 千円
一般財源 千円

事
業
状
況

正職員人工数 人工

成
果
向
上

向上余地は大

向上余地は中

向上余地は小

トータルコスト 千円
正職員人件費 千円

●事項別明細書・・・それぞ
れの会計における事項別明細

書のページを記載しています。

●政策・施策・基本事業・・・第五
次多賀城市総合計画後期基本計画

における位置付けを記載しています。

●担当・・・平成３０年度担当
部署を記載しています。

●会計・・・一般会計、特
別会計、事業会計の区分

●款項目・・・支出科目

●開始年度・終了年度・・・年度が
決まっている場合に記載しています。

●実施計画・復興計画・総合戦略・・・
該当する事業に「○」を付しています。

●対象・・・事務事業を通して市が働きかける、または
恩恵を受ける人や団体、場所などを記載しています。

●意図・・・事務事業を行うことにより、「対象」をどの
ような状態にしたいのかを記載しています。

●手段・・・この事務事業で当該年度に行った取組みで
す。また、主な特定財源のみ【○○補助金 国○/○】と
いうように、参考として記載しています。なお、復興交付

金事業については、採択された回を記載しています。

●改善改革経過、全体計画・・・事務事業のこれまでの改善
改革等主な経過、全体計画（決定している場合）を記載していま

す。

●対象指標・・・対象の規模を示すものさしです。

●活動指標・・・事務事業の目的を達成するために、「市が何
をどれだけ行ったか」を測るためのものさしです。

●成果指標・・・「事務事業の目的がどれだけ達成されたのか
（対象が意図の状態にどれだけ近づいたのか）」を測るものさし

です。ただし、成果指標を設定するのが難しいため代替的に設

定している場合は、指標名の前に「代替」と記載しています。

●事業費・・・コスト推移の目安
として、事業費及び財源内訳を

千円単位で記載しています。「そ

の他」には、繰越や使用料等、他

の欄に該当しない財源をまとめ

ています。

●人工数・・・平成２３年度か
ら、全ての事業について記載し

ています。

●トータルコスト・・・直接事業
費に、人件費「正職員人工数×

平均人件費（給与費に保険等

の事業主負担分を含めた１人

当たり平均雇用コスト８００万

円）」を加えたコストです。

●事業状況・・・事務事業の進捗状況について、
当初予定と比較した状況を記載します。

●成果向上・・・事務事業を継続することにより、成果指標が
今後も向上するのか、またはやり方を変えることにより成果向

上が見込めないかどうかを検討します。
平成２９年度に終了した事業については、原則として「向上余
地は小」を選択しています。

●事務事業の開始背景、根拠・・・複数の予算科目を合
算している事務事業については、【この事務事業は○○と

○○を合わせた事業です】と記載しています。

●付記事項・・・複数年度にわたり実施する事業の
場合の総事業費や完了済事業費額、その他、指標の

補足説明などについて記載しています。
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事務事業一覧

主要な施策として本報告書に事務事業評価表を掲載している事務事業の一覧です。

（平成２９年度　主要な施策）

※主要事業とは、総合計画に定める「基本事業」に大きく貢献する事業です。

【政策１】 安全で快適に暮らせるまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

29年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

1 1 1 震災経験・記録伝承イベント開催事業 地域コミュニティ課 一般 2 1 21 実計 4,040 15 46

1 1 1 津波・洪水ハザードマップ作成事業 交通防災課 一般 9 1 3 実計 0 16 90

1 1 1 木造住宅耐震診断等補助事業 都市計画課 一般 8 5 2 142 17 88

1 1 1 木造住宅耐震改修補助事業 都市計画課 一般 8 5 2 1,650 18 88

1 1 3 市庁舎耐震対策等事業 管財課 一般 2 1 7 875 19 40

1 1 4 宅地かさ上げ等補助事業 都市計画課 一般 8 5 2 実計 1,000 20 88

1 1 4 浸水対策下水道整備事業（復興交付金事業） 下水道課 下水 2 1 1 実計 3,294,284 21 特74

1 1 4 浸水対策下水道整備事業（復興交付金事業を除く） 下水道課 下水 2 1 1 実計 526,695 22 特74

1 1 4 仙台市雨水排水施設建設事業負担金 下水道課 下水 2 1 1 15,000 23 特74

1 1 4 雨水施設長寿命化対策事業 下水道課 下水 2 1 1 実計 0 24 特74

1 1 4 雨水流出抑制施設整備事業 下水道課 下水 2 1 1 実計 561 25 特74

1 1 5 災害用備蓄品整備事業 交通防災課 一般 9 1 3 実計 4,085 26 90

1 1 5 避難所標識等設置事業 交通防災課 一般 9 1 3 実計 537 27 90

1 1 6 緊急避難路・物流路（清水沢多賀城線）整備事業 復興建設課 一般 8 4 2 実計 3,168,097 28 84

1 1 6 緊急避難路・物流路（笠神八幡線）整備事業 復興建設課 一般 8 2 3 実計 851,952 29 80

1 1 6 緊急避難路・物流路（笠神八幡線）周辺整備事業 復興建設課 一般 8 2 3 実計 53,000 30 80

1 1 6 多賀城防災緑地整備事業 復興建設課 一般 8 4 3 実計 14,984 31 84

1 1 99 地域防災計画等改定事業 交通防災課 一般 9 1 3 実計 62 32 90

1 1 99 総合防災訓練事業 交通防災課 一般 9 1 3 実計 715 33 90

1 2 1 防犯まちづくり推進協議会事業 交通防災課 一般 2 1 11 実計 146 35 44

1 2 2 防犯街路灯設置費等補助事業 交通防災課 一般 2 1 11 実計 11,480 36 44

1 3 1 消費生活相談事業 生活環境課 一般 7 1 3 4,860 38 76

1 3 99 市民持込み食材放射能測定事業 生活環境課 一般 4 1 1 実計 316 39 64

1 4 1 交通安全指導員事業 交通防災課 一般 2 1 10 実計 13,739 41 44

1 4 1 交通安全対策・啓発事業 交通防災課 一般 2 1 10 実計 595 42 44

1 5 1 道路舗装補修事業 道路公園課 一般 8 2 3 実計 50,759 44 80

1 5 1 （都）新田南錦町線道路改築事業 復興建設課 一般 8 2 3 実計 12,020 45 80

1 5 1 （都）南宮北福室線道路改築事業 復興建設課 一般 8 2 3 実計 0 46 80

1 5 1 （都）史都中央通線道路改築事業 復興建設課 一般 8 4 2 実計 59,120 47 84

1 5 1 内水排除困難地域側溝整備事業 復興建設課 一般 8 2 3 実計 83,402 48 80

1 5 2 橋りょう維持補修事業 道路公園課 一般 8 2 4 実計 34,907 49 82

1 5 3 多賀城市公共交通運行事業 市長公室 一般 2 1 8 実計 29,252 50 42

３

※担当は、平成３０年度の担当課等を記載しています。

掲載事業

１４６事業 １２４事業

主要事業

２２事業

実施計画事業
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

29年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

1 6 1 宮内地区被災市街地復興土地区画整理事業 都市計画課 一般 8 4 4 実計 296,320 52 86

1 6 1 宮内地区被災市街地復興土地区画整理事業【関連効果促進事業】 都市計画課 一般 8 4 4 実計 44,862 53 86

1 6 2 歴史的風致維持向上計画推進事業 都市計画課 一般 8 4 1 実計 5,168 54 82

1 6 3 多賀城公園野球場復旧事業 道路公園課 一般 8 4 3 実計 49,311 55 84

1 6 3 中央公園整備事業 復興建設課 一般 8 4 3 実計 48,261 56 84

1 6 99 道路公園照明設備ＬＥＤ化事業 道路公園課 一般 8 1 1 実計 7,992 57 78

1 7 1 多賀城駅周辺土地区画整理事業 都市計画課 一般 8 4 4 実計 325,502 59 86

1 7 1 多賀城駅周辺土地区画整理関連事業 都市計画課 一般 8 4 4 実計 41,077 60 86

1 7 1 地方都市リノベーション事業 都市計画課 一般 8 4 1 実計 233,186 61 82

1 7 2 商業機能集積補助事業 商工観光課 一般 7 1 2 実計 6,000 62 76

1 8 1 鉛製給水管解消事業 工務課 上水 1 1 2 実計 13,020 64 -

1 8 2 配水管整備事業（管路耐震化） 工務課 上水 1 1 1 実計 221,477 65 -

1 8 3 水道料金等徴収業務委託事業 管理課 上水 1 1 5 実計 52,058 66 -

45 事業
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【政策２】 元気で健やかに暮らせるまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

29年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

2 2 1 被災者健康支援事業 社会福祉課 一般 4 1 2 実計 5,989 70 66

2 2 1 特定保健指導事業 健康課 国保 8 1 3 実計 6,049 71 特22

2 2 2 特定健康診査事業 健康課 国保 8 1 2 実計 38,956 72 特20

2 2 3 １歳児育児体験事業 健康課 一般 4 1 1 実計 1,104 73 64

2 3 1 公立保育所運営管理事業 保育課 一般 3 2 2 実計 188,600 75 60

2 3 1 教育・保育施設等給食食材放射能測定検査実施事業 保育課 一般 3 2 2 実計 1,088 76 60

2 3 1 教育・保育施設等整備推進事業 保育課 一般 3 2 2 実計 54,969 77 60

2 3 2 放課後児童健全育成事業 子育て支援課 一般 3 2 6 実計 119,880 78 62

2 3 2 子育てサポートセンター運営管理事業 子育て支援課 一般 3 2 2 実計 35,542 79 60

2 3 2 地域子育て支援事業 子育て支援課 一般 3 2 1 実計 930 80 58

2 3 2 放課後児童クラブ施設整備事業 子育て支援課 一般 3 2 6 実計 4,731 81 62

2 3 3 家庭相談事業 子育て支援課 一般 3 2 1 実計 5,410 82 58

2 3 4 小学校入学応援事業 子育て支援課 一般 3 2 1 実計 2,833 83 58

2 3 4 子ども医療費助成事業 国保年金課 一般 3 2 5 実計 207,305 84 62

2 4 2 地域介護予防活動支援事業 介護福祉課 介護 3 1 1 2,949 86 特52

2 4 4 災害公営住宅在住高齢者見守り事業 介護福祉課 一般 3 1 4 実計 8,440 87 56

2 4 4 生活支援体制整備事業 介護福祉課 介護 3 2 3 6,985 88 特54

2 4 5 認知症サポーター養成事業 介護福祉課 介護 3 2 2 184 89 特54

2 4 5 認知症施策推進事業 介護福祉課 介護 3 2 1 実計 467 90 特54

2 5 2 地域生活支援拠点等支援事業 社会福祉課 一般 3 1 2 実計 7,209 92 54

2 5 3 児童発達支援センター管理運営事業 社会福祉課 一般 3 2 3 実計 87,959 93 60

2 6 1 脳検診助成事業 国保年金課 国保 8 1 1 4,973 95 特20

2 6 1 インフルエンザ予防接種助成事業 国保年金課 国保 8 1 1 実計 7,511 96 特20

2 6 2 生活保護適正実施推進事業 生活支援課 一般 3 3 1 12,151 97 62

2 6 2 生活保護扶助事業 生活支援課 一般 3 3 2 1,212,984 98 64

2 6 3 市営住宅管理運営事業 都市計画課 一般 8 5 1 72,006 99 88

2 6 4 被災者生活再建支援事業 生活支援課 一般 3 4 1 実計 22,444 100 64

2 6 4 災害援護資金貸付事業 生活支援課 一般 13 2 1 実計 1,615 101 104

2 6 4 復興支えあい事業 生活支援課 一般 3 4 1 実計 45,922 102 64

2 6 4 被災者住宅再建補助事業 生活支援課 一般 3 4 1 実計 256,757 103 64

2 6 4 災害公営住宅入居支援事業 生活支援課 一般 3 4 1 実計 1,055 104 64

2 6 4 被災者支援総合事業 生活支援課 一般 3 1 1 実計 20,779 105 54

2 6 5 生活困窮者自立支援事業 生活支援課 一般 3 1 1 13,554 106 54

33 事業
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【政策３】 歴史・文化を継承し豊かな心を育むまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

29年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

3 1 1 学校支援地域本部事業 生涯学習課 一般 10 4 2 実計 630 109 96

3 1 1 防災キャンプによる地域教育力向上事業 生涯学習課 一般 10 4 1 実計 488 110 96

3 1 2 放課後子ども教室推進事業 生涯学習課 一般 10 4 2 実計 7,904 111 96

3 2 2 特別支援教育支援事業［小学校］ 学校教育課 一般 10 2 1 実計 25,849 113 92

3 2 2 特別支援教育支援事業［中学校］ 学校教育課 一般 10 3 1 実計 4,559 114 94

3 2 2 小学校理科支援事業 学校教育課 一般 10 2 1 実計 2,722 115 92

3 2 2 多賀城学習個別支援事業 学校教育課 一般 10 2 1 実計 6,485 116 92

3 2 2 自主学習支援事業 学校教育課 一般 10 1 2 実計 836 117 90

3 2 3 設備、器具等維持管理事業 学校給食センター 一般 10 5 2 実計 22,400 118 102

3 2 3 学校給食放射性物質測定検査事業 学校給食センター 一般 10 5 2 実計 2,524 119 102

3 2 4 スクールカウンセラー活用調査研究事業 学校教育課 一般 10 3 1 実計 246 120 94

3 2 4 スクールソーシャルワーカー活用事業 学校教育課 一般 10 3 1 実計 4,573 121 94

3 2 4 いじめ防止対策事業 学校教育課 一般 10 1 2 実計 0 122 90

3 2 4 学校適応アセスメント検査事業 学校教育課 一般 10 1 2 実計 4,259 123 90

3 2 4 子どもの心のケアハウス運営事業 学校教育課 一般 10 1 2 実計 16,490 124 90

3 2 5 小学校環境整備事業 教育総務課 一般 10 2 1 実計 19,654 125 92

3 2 5 多賀城八幡小学校屋内運動場大規模改造事業 教育総務課 一般 10 2 1 実計 172,281 126 92

3 2 5 山王小学校エレベータ大規模改造事業 教育総務課 一般 10 2 1 実計 17,759 127 92

3 2 5 中学校環境整備事業 教育総務課 一般 10 3 1 実計 6,180 128 94

3 2 5 東豊中学校柔剣道場吊天井落下防止対策事業 教育総務課 一般 10 3 1 実計 6,668 129 94

3 2 5 高崎中学校柔剣道場吊天井落下防止対策事業 教育総務課 一般 10 3 1 実計 10,237 130 94

3 2 5 校務情報化推進事業（小学校） 教育総務課 一般 10 2 1 実計 6,456 131 92

3 2 5 校務情報化推進事業（中学校） 教育総務課 一般 10 3 1 実計 5,261 132 94

3 2 99 小中学校区編成事業 学校教育課 一般 10 1 2 実計 66 133 90

3 2 99 学校給食費未納対策事業 学校教育課 一般 10 1 2 実計 2,134 134 90

3 3 4 文化センター改修事業 生涯学習課 一般 10 4 8 実計 13 136 100

3 3 4 大代地区公民館冷暖房設備整備事業 生涯学習課 一般 10 4 3 実計 1,438 137 96

3 3 4 山王地区公民館冷暖房設備整備事業 山王地区公民館 一般 10 4 3 実計 12,480 138 96

3 3 5 市立図書館管理運営事業 生涯学習課 一般 10 4 6 実計 300,831 139 100

3 4 1 全国高等学校総合体育大会運営事業 生涯学習課 一般 10 5 1 実計 4,430 141 102

3 5 1 埋蔵文化財緊急調査事業（補助） 埋蔵文化財調査センター 一般 10 4 9 16,489 143 100

3 5 1 埋蔵文化財緊急調査事業（復興交付金） 埋蔵文化財調査センター 一般 10 4 9 実計 8,198 144 100

3 5 1 埋蔵文化財調査受託事業（大区画ほ場整備促進事業） 埋蔵文化財調査センター 一般 10 4 9 実計 46,836 145 100

3 5 2 特別史跡多賀城跡復元整備事業 文化財課 一般 10 4 4 実計 3,674 146 98

3 5 3 展示・報告会等開催事業 埋蔵文化財調査センター 一般 10 4 9 4,418 147 100

35 事業
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【政策４】 環境を大切にする心を育むまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

29年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

4 2 1 環境調査事業 生活環境課 一般 4 1 6 実計 4,273 152 68

4 2 2 宮城県仙塩流域下水道施設建設事業負担金 下水道課 下水 2 1 2 12,951 153 特74

4 2 3 空家等対策事業 生活環境課 一般 4 1 5 実計 0 154 68

4 2 99 下水道事業公営企業化適用事業 下水道課 下水 1 1 1 実計 16,000 155 特70

4 3 1 ごみ減量・分別促進事業 生活環境課 一般 4 2 1 実計 5,300 157 70

4 3 2 小型家電リサイクル促進事業 生活環境課 一般 4 2 1 0 158 70

6 事業

【政策５】 集い　つながり　活気あふれるまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

29年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

5 1 1 経営所得安定対策事業 農政課 一般 6 1 3 1,944 161 72

5 1 2 大区画ほ場整備促進事業 農政課 一般 6 1 3 実計 417,662 162 72

5 1 2 宝堰用水路整備推進事業 農政課 一般 6 1 3 実計 18,443 163 72

5 2 1 多賀城グルメブランド拡大戦略事業 商工観光課 一般 7 1 4 実計 10,000 165 76

5 2 1 復興祈念商品券発行補助事業 商工観光課 一般 7 1 2 実計 0 166 76

5 2 2 仮設工場等貸与事業 商工観光課 一般 7 1 2 実計 1,889 167 76

5 2 2 インフラ施設包括的管理検討調査事業 都市計画課 一般 8 4 1 実計 0 168 82

5 2 3 事業復興型雇用創出事業 商工観光課 一般 5 1 1 実計 15,760 169 70

5 3 1 多賀城市津波復興拠点整備事業 震災復興推進局 一般 2 1 12 実計 220,459 171 44

5 3 2 企業・創業支援事業 商工観光課 一般 7 1 2 実計 2,627 172 76

5 3 2 減災技術創出・集積促進事業 商工観光課 一般 7 1 2 実計 610 173 76

5 4 1 観光パンフレット作成事業 商工観光課 一般 7 1 4 2,404 175 76

5 4 99 多賀城市観光協会補助事業 商工観光課 一般 7 1 4 実計 6,304 176 76

13 事業
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【政策６】 心がかよう地域の絆を育むまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

29年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

6 1 2 コミュニティ助成事業 地域コミュニティ課 一般 2 1 8 実計 7,657 179 42

6 1 2 被災自治会・町内会再生事業 地域コミュニティ課 一般 2 1 1 実計 16,129 180 36

6 1 3 地区集会所整備補助事業 地域コミュニティ課 一般 2 1 21 実計 24,132 181 46

6 1 4 住民自治基盤形成プロジェクト事業 地域コミュニティ課 一般 2 1 1 実計 0 182 36

6 2 2 市民活動サポートセンター管理運営事業 地域コミュニティ課 一般 2 1 1 実計 46,507 184 36

6 2 2 市民活動促進事業 地域コミュニティ課 一般 2 1 1 実計 1,820 185 36

6 2 99 市民文化創造・交流プロジェクト推進事業 市民文化創造局 一般 2 1 8 実計 1,463 186 42

6 3 1 市ホームページ管理運営事業 地域コミュニティ課 一般 2 1 3 2,919 188 38

8 事業

【政策７】 理解と信頼で進める自律したまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

29年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

7 1 3 県知事選挙事業 選挙管理委員会事務局 一般 2 4 3 実計 11,738 191 50

7 1 3 衆議院議員選挙事業 選挙管理委員会事務局 一般 2 4 6 16,804 192 52

7 1 5 コンビニ交付管理運用事業 市民課 一般 2 3 1 10,159 193 48

7 2 2 震災対応職員受入等事業 総務課 一般 2 1 1 実計 280,373 195 36

7 3 2 新地方公会計推進事業 市長公室 一般 2 1 4 実計 4,752 197 40

7 3 99 シティブランドブラッシュアッププロジェクト事業 市民文化創造局 一般 2 1 8 実計 24,991 198 42

6 事業
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【施策】

5-1 農業の振興

5-2 商工業の振興
5-3 企業誘致の推進
5-4 観光の振興

集い つながり 活気
あふれるまち＜産業分野＞

政 策

５

心がかよう地域の絆を
育むまち＜地域経営分野＞

【施策】

6-1 地域コミュニティの充実

6-2 市民活動の充実
6-3 開かれた市政の推進

政 策

６

理解と信頼で進める
自律したまち
＜行政経営分野＞

【施策】

7-1 適正な事務の執行と

サービスの提供
7-2 組織・人事マネジメント

7-3 効果的・効率的な行財政
経営の推進

政 策

７
政策

３

【施策】

3-1 学校・家庭・地域の連携

による教育力の向上
3-2 学校教育の充実

3-3 生涯学習の推進
3-4 市民スポーツ社会の推進
3-5 文化財の保護と活用

歴史・文化を継承し
豊かな心を育むまち
＜教育文化分野＞

政 策

３

元気で健やかに暮らせる
まち＜健康福祉分野＞

【施策】

2-1 地域福祉の推進

2-2 健康づくりの推進
2-3 子育て支援の充実

2-4 高齢者福祉の推進
2-5 障害者（児）福祉の推進
2-6 社会保障等の充実

政 策

２

環境を大切にする心を
育むまち＜環境分野＞

政 策

４

【施策】

4-1 環境との共生
4-2 生活環境の保全
4-3 資源循環型社会の形成

安全で快適に暮らせる
まち＜安全・快適分野＞

【施策】

1-1 災害対策の推進

1-2 防犯対策の推進
1-3 安全な消費生活の確保

1-4 交通安全対策の推進
1-5 交通環境の充実

1-6 市域の整備
1-7 中心市街地の整備
1-8 安全で安定した水の供給

政 策
１

-13-



政策 １ 安全で快適に暮らせるまち ＜安全・快適分野＞

▽ 政策を実現する手段 8 施策

□施策 災害対策の推進

防災への取組によって、市民が安心して生活できます。

▼ 施策を実現する手段 6 基本事業

防災意識の向上

地域防災力の向上

建物の耐震化の推進

浸水対策の推進

災害支援体制の推進

津波対策の推進

1-1-3
建物の耐震化の
推進

耐震化により市有建築物等の安全
が確保されています。

消防水利設置率
災害時に職員として果たすべき役割や
初動を理解している職員割合

↑

津波防御施設の整備割合
避難道路の整備割合

100%
100%

1-1-4 浸水対策の推進 浸水被害が軽減されています。 下水道雨水面的整備率 54.0%

1-1-5
災害支援体制の
推進

災害発生時の適切な情報伝達、支
援体制が確立されています。

100%

防災情報送受信システムの不具合件数

防災意識の向上
一人ひとりが災害への備えをして
います。

耐震化を実施した世帯（累計）
5年間で
120世帯

0件/年
災害用備蓄品の備蓄率 100%

地域の防災力が向上し、助けあえ
ます。

災害時に地域で助け合いができると思
う市民割合

市有建築物の耐震化率 100%

より実践的な防災の取組を実施してい
る地域割合

↑

指標名 H32目標値

1-1-2

→

自主防災組織率 100%

消防団充足率

災害への備えをしている世帯割合 →

地域防災力の向
上

基本事業 1-1-3

基本事業 1-1-4

95.0%

基本事業 1-1-6

▼基本事業　 目指す姿

1-1-1

基本事業 1-1-5

まち（市民、地域、行政）の防災に対する備
えが整っていると思う市民割合（成果）

59.1% ↑

まちづくりアンケートで、「行政の防災に対
する備え」「災害から自らの身を守るための
準備」「災害時に地域で助け合いができる環
境」の３つの設問について回答した市民の平
均値

基本事業 1-1-1

基本事業 1-1-2

1-1

■施策の目指す姿

■施策の成果指標 H26現状値 H32目標値 指標の説明

100%
1-1-6 津波対策の推進 津波対策が進んでいます。

避難可能区域の割合
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政策 １ 安全で快適に暮らせるまち ＜安全・快適分野＞

▽ 政策を実現する手段 8 施策

□施策 防犯対策の推進

犯罪にあわない、起こさせない地域社会がつくられています。

▼ 施策を実現する手段 2 基本事業

地域が支えあう社会づくり

都市を構成する施設の防犯機能の拡充

基本事業 1-2-1

まちづくりアンケートで、「住んでいる地域
が犯罪もなく、安心して暮らせる地域になっ
ていると思う」「どちらかといえばそう思
う」と回答した市民の割合

1-2

600件/年

■施策の成果指標 H26現状値 H32目標値

犯罪も少なく、安心して暮らせる地域になっ
ていると思う市民割合（成果）

69.6% ↑

615件/年

指標の説明

■施策の目指す姿

被害の届出、告訴、告発などにより、警察が
認知した事件の数

刑法犯認知件数（成果）

基本事業 1-2-2

▼基本事業　 目指す姿 指標名 H32目標値

1-2-1
地域が支えあう
社会づくり

犯罪から身を守るとともに、防犯
意識が高まっています。

防犯対策に取り組んでいる市民割合 ↑

防犯活動に取り組んでいる市民割合 ↑

夜間の防犯性を高める照明のLED電灯
普及率

30.0%
1-2-2

都市を構成する
施設の防犯機能
の拡充

都市を構成する施設の防犯機能が
高まっています。 5年間で

150件
防犯性を高める改善をした都市施設数
（累計）
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